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現在の大阪都構想の二重の問題点

（1）大阪都構想にはそもそもの制度的欠陥がある。

（2）新型コロナ感染症の拡大と将来の見通しが立た
ない中で、不要不急の統治機構改革を行うことは政
治的暴挙である。
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財政シミュレーションのやり直し（8月11日）
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パーフェクトに
無意味な内容

出所）大阪府市資料



2021年度の大阪市の財政見通し（9月9日）
大阪市は２０２１年度の財政収支が６３７億円の赤字になると発表（２０２０年度当初予算で
は１０７億円の赤字）。

市税収入が約５００億円減少し、約６９００億円まで下がる。

大阪メトロからの配当金は２０２０年度当初予算見通しで６１億円を計上していたが、４～６
月期の連結決算で最終損益は３９億円の赤字に転落（前年同期は５８億円の黒字）。

支出の増加として、新型コロナの感染予防対策と経済対策で約４６０億円、生活保護費の
約６０億円増加（７３４億円）を見込む。

かりに２０２１年度の収支不足額を財政調整基金で全額補てんすれば、２０２１年度末の残
高は２０２０年度末の半分程度の約６００億円になる。

しかし、見直しはしない。
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「大阪都構想」とはこれだ

政令指定都市の「廃止」

大阪市（それに続き堺市など）は地図上・歴史上から消滅する。

大阪市の「分割（解体）」

現在一つの自治体である大阪市は複数の特別区（特別地方公共団体）にバラ

バラにされ、それぞれ別個の自治体になる。

政令指定都市の大阪府への特別区化（＝従属団体化）

大阪府と対等な関係にある自立した大阪市は、大阪府（都）に権限と財源を握
られた特別区という名の従属自治体になりさがる。
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新たな大阪都構想に際しての4条件
(1)住民サービスを低下させない

→特別区の財政制度上からみて低下していく可能性が大きい。

(2)特別区設置コストを最小限にする

→その代償として、いびつな庁舎体制となる。

(3)現行の区役所の窓口機能を維持する

→その代償として、自治体運営が複雑化する。さらに、財政的負担も大きい。

(4)全特別区に児童相談所を設置する

→現行の大阪市でも実施はできる。
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7出所）大阪府市資料

出所）産経新聞
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大阪府と特別区の事務分担

出所）大阪府市資料
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事務事業の仕分け（2016年5月時点）

出所）大阪府市資料



10出所）大阪府市資料



一部事務組合の事務
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大阪府ー特別区ー地域自治区
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大阪府

出所）大阪府市資料



現区役所（地域自治区の事務所）で実施する事務

13出所）大阪府市資料
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大阪府

住民

個人・法人市町村民税、固定資産税そ
の他

地方交付税（大阪府分）
その他

大阪市の財政制度（現在）

（市税）

地方交付税（大阪市分）
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大阪市



国

大阪府

住民

淀川区 北区 中央区 天王寺区

個人市町村民税
その他

法
人
市
町
村
民
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固
定
資
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の
他

地方交付税（大阪府分・特別区分）
その他
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出所）大都市制度（特別区設置）協議会資料より作成。



大阪市の歳出への一般財源

大阪市
8,602億円
（100％）

特別区
2,938億円
（34％）

地方財政制度による移転財源分等
1,000億円

個人市町村民税 1,465億円
地方消費税交付金 596億円
市町村たばこ税 301億円
目的税交付金 441億円 など

地方交付税等の移転 342億円
地方譲与税・宝くじ等 265億円
目的税（府分） 391億円 など

特別区・大阪府への歳入配分構造

大阪府
5,664億円
（66％）

必要財政調整額分
4,664億円

財政調整財源 4,515億円
・法人市町村民税
・固定資産税
・地方交付税等

その他 149億円

特別区

大阪府

大阪府
2,014億円
（23％）

特別区
6,588億円
（77％）

特別区の自主財源等 2,938億円 財
政調整交付金 3,535億円
その他 115億円

大阪府への移転財源分 1,000億円
財政調整配分額 980億円
その他 34億円

特別区・大阪府への最終歳入配分

出所）大都市制度（特別区設置）協議会資料より作成。

図2 大阪市の一般財源の大阪府・特別区への配分（2016年度決算ベース）

大阪府の財源
になる！

毎年度大阪府
が決める！



政令市分

一般市分

大阪府へ

一般市分

政令市分

特別区分１

特別区分２

特別区分３

特別区分４

特別区へ

特別区になった場合の財政需要の拡大

実際の特別区

大阪市

特別区

大阪府
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特別区の収支状況
（参考）特別区の収支状況
（2015住民投票時）

出所）大阪府市資料
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「大阪都構想」の財政問題

大阪市の一般財源の約3分の2が大阪府に上納される（＝大阪市の税
金の多くが大阪府税に変わる）。

大阪府と特別区の間で事務分担と財源配分をめぐって不安定な政治
的争いが延々と繰り返されていく。

特別区間の予算をめぐり、特別区（民）同士が延々と血みどろの争い
を繰り広げていく。

結果として、各特別区ではこれまで以上の行政改革や予算削減が進
められていく（その最大のターゲットは予算額の大きい福祉・教育・まち
づくりが中心となる）。

さらには、地域自治区（旧24区・事務所）は再編が避けられなくなる。
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（2020年8月11日試算）
A項目：経営形態の見直し B項目：類似・重複している行政サービス

出所）大阪府市資料



21出所）大阪府市資料



22出所）大阪府市資料
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コスト試算（2020年8月11日）

出所）大阪府市資料
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「二重行政」に対する見解
もともと「二重行政」などほとんど存在しなかった。

前回の「削減効果額」に含まれていた地下鉄民営化や府市病院の予算削
減などが実現（見通しを含む）してしまっているため、新たに言葉を「改革
効果額」と言い換えている。

府市で類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）の「改革効果額」（財政シ
ミュレーション反映額）は4千万円程度。

イニシャルコストは現時点で約240億円、ランニングコストは約30億円。

特別区（大阪都構想）と関係のないものでしか説明できない財政効果額の
実態



大阪の経済成長の実相
域内総生産の指数の推移

25 出所）大阪市



嘉悦学園報告（平成 30 年 6 月 29 日）
大都市制度（総合区設置及び特別区設置）の経済効果に関する調査検討業務委託

1人当たりの行政費用が人口の増加とともに減少し、ある程度の人口になると増加に転じると
いうこと（いわゆるＵ字形の一人当たり歳出）を前提し、大阪市を特別区に分割することで「浮
いた金」を公共事業へ回す。

「（10年間で）特別区では1兆1,040 億円～1兆1,409 億円の効果が生じるとの結果を得た。加え
て、二重行政の解消については、大学と病院をモデルに算定し、広域機能の一元化された特
別区では、39 億円～67 億円の効果が生じるとの結論を得た。 」

「マクロ経済計量モデルにおいても、総合区、特別区それぞれの効率化によって生み出される
財政資金をもとに、それぞれの限界生産力を加味することで、特別区で最大約1兆1,511 億円
の効果との結論となった。」
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嘉悦学園報告批判

「二重行政」？

出所）嘉悦学園報告書27
https://best-biostatistics.com/correlation_regression/correlation.html

参考：統計学の基本



嘉悦学園報告批判

出所）嘉悦学園報告書28

大都市の独自行政を無視した「U字カーブ」論による無理なコスト低下論

大阪市廃止と無関係な公共事業による経済効果論



嘉悦学園報告批判

出所）嘉悦学園報告書29

大阪市を分割しても、現在の大阪市域が「都会でなくなる」わけではないのだから、必要な出費
が減るとは考えにくい。仮に削減できるとすればそれは、大阪府への単なる業務移管の結果で
あるか、もしくはサービスを縮小した場合である（京都大学、川端祐一郎）。

報告書の財政効率化効果額1141億円は予算額であり、これを決算額へ変更すると507億円減
少した634億円でしかない（大阪市議、川嶋広稔）。

都市化の影響が混雑効果に含まれている（慶応大学・大阪市特別顧問、土居丈朗）

Ｕ字型は一般的に使われているが、大きな自治体を分割して確実に減るというのは証明され
ていない（大阪大学・大阪市特別顧問、赤井伸郎）

公共事業による経済効果は、大阪都構想とは直接関係のない経済政策である。



周辺自治体への影響
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周辺都市の二つの誤解
1．大阪市の金が周辺自治体に回ってくる

大阪府市の経済政策の中心はベイエリア開発＝IRであり、財政はそれを中
心に運営されていく。

2．周辺自治体に大阪市の金が回ってくれば、周辺自治体が豊かになる

万が一、大阪市の金が周辺自治体へと流れてくるようになれば、周辺自治体
は衰退することになる。

31



財政民主主義からみた大阪

http://www.imart.co.jp/hazard-nankai-traff-jisin-hazardmap.html 出所）『朝日新聞』2013年10月30日。

夢洲
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大阪市が衰退すれば関西が滅ぶ
大阪市の昼夜人口比率は東京23区以上の高さ

33
出所）大阪市。



周辺自治体の大阪市経済への依存

34 出所）大阪市。



大阪都構想の「危険性」（リスク）を十分
に理解したうえで投票を！

私たちが手術を受ける際には、手術の効果、術後の予測、術中・術後の「危険性」
（リスク）を十分に理解し、納得したうえで、手術に同意する（インフォームド・コンセント
の原則）。

大阪都構想の住民投票には、この手続きが欠落している。

（共同通信社等が行った大阪市民への調査（9月4日～6日）によれば、大阪府・市に
よる「大 阪都構想」の説明に対して７１・８％が「十分ではない」と回答する一方で、
「大阪都構想」に対しては賛成４９・２％、反対３９・６％となっている。）

私たちが大阪の将来に責任を負う市民であるためには、大阪市の廃止・解体・特別
区化（＝従属団体化）という歴史上類をみない大手術の「危険性」（リスク）を十分に理
解しておかなければならない。それなしには、「賛成」はありえないと思います。
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宮本憲一先生からのメッセージ
歴史的に形成されてきた大阪市を二度と再生できなくなるような
住民投票にかけるのは歴史を否定する暴力です。市民には、
ニューヨーク市やロンドン市をなくすような国際的な屈辱的事件だと
いうこともわかってほしいと思います。

市民が長い歴史の中で作ってきた都市共同体をなくすというのは
市民の自殺で、ニューヨーク市や京都市などの誇り高き都市でなら
ば考えられぬことです。この当たり前の自治体論を解ってもらいた
いものです。
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